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はじめに 

 

（１）医療機能部会への検討依頼事項 

医療機能部会（以下「本部会」という。）への検討依頼事項として，福岡市病院事業運営審議会（以

下「審議会」という。）から示された項目は次のとおりである。 

 

１ 検証・検討報告書の「２ 医療機能の優先順位付け（医療機能の整理・分析）」につ

いて，医療現場の実状を踏まえた専門的見地からの確認を行い，必要に応じてデー

タ・分析の追加，修正を行う。 

 

２ 検証・検討報告書の「４ （市立病院が担うべき）医療機能の選択」について，専

門的見地から検討過程の確認等を行う。 

※ 上記１，２の対象医療機能 

① 小児・周産期医療（小児周産期，小児救急，成育） 

② 救急医療（１・２次，３次） 

③ 感染症医療・災害医療（感染症，災害） 

④ 高度医療（がん，脳・心臓・肝臓・腎臓） 

 

３ 福岡市民病院について，現在の役割，今後の方向性など，審議会で審議する際の論

点整理を行う。 

 

 

（２）検討方法 

検討依頼事項１については，検証・検討報告書「２ 医療機能の優先順位付け」における区分や

医療分野ごとに内容（「根拠としたデータ」「外部アドバイザー等の意見」「分析・評価」「結論」）の

確認を行い，本部会としての評価及び関連意見の整理を行った。 

検討依頼事項２についても，検証・検討報告書「４ 医療機能の選択」を対象に上記と同様の整

理を行った。 

検討依頼事項３については，検討依頼事項１及び２で行った福岡市の医療環境に関する確認，整

理等を基本として，福岡市民病院の今後のあり方を審議会で審議する際に必要と考えられる論点の

整理を行った。 

※（参考）「検証・検討報告書 Ⅳ」の概要（11p 以降） 

 

平成２０年５月１３日 

                      福岡市病院事業運営審議会医療機能部会 

                               座長 瓦林 達比古 
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１章．検証・検討報告書「２ 医療機能の優先順位付け」の評価 

「２ 医療機能の優先順位付け」に対する意見・評価  
項目 検証・検討報告書における結論 

医療環境及び優先度に関する意見 評価及び新病院における留意事項  

（参考）左記のうち「７ 市民病院のあり方」に

関連する意見 

① 福岡市の 

医療環境 

◎ 本市では，平成 14 年度から平成 17 

年度までの間に，医師数，病院の診

療科数，一般診療所数とも増加して

おり，大都市間で比較しても量的充

足度は高く，また，大学病院をはじ

めとして，救命救急センター，周産

期母子医療センター，地域がん診療

連携拠点病院や高度医療機能も相当

数集積しており，医療の供給体制を

俯瞰すると，質量ともに一定の充足

が果たされている。 

◎ なお，全国的に減少している小児科

と産婦人科の医師数及び病院数は，

本市でも同様に減少していることは

重視すべきことである。 

 

●医療環境に関する意見 

・報告書では小児科医は減少しているとなっているが，

内科小児科を標榜しているクリニックが小児科の看

板を下ろしているのが原因であり，小児科単科のク

リニックの医師は増加しており，小児１次医療はむ

しろ充実している。 

・その背景として，小児２次医療施設の勤務医が疲弊

し徐々に減少していることがある。また，その結果，

残された勤務医の疲弊がさらに進んでいることに留

意する必要がある。 

・産科は１次医療も２次医療も減っている。 

 

●まとめ 

・福岡市の医療環境に関しては，「医師，病院

数とも全体として増加しているなか，小児

科・産科の医師数，病院数は減少している」

としている検証・検討報告書（以下「報告

書」という。）の分析は概ね妥当である。 

・なお，左記のような小児科勤務医の疲弊と

減少，及び一方での小児科単科クリニック

の増加という現状について留意しておく必

要がある。 

 

 

  

②小児・周産期

医療 

◎ 小児・周産期医療は，医療機関が限

られており，とりわけ，高度医療機

関で形成する新生児医療ネットワー

クにおいて，こども病院・感染症セ

ンターは大きな役割を担っている。

◎ 地域の小児科・産科の体制が弱まる

中，ハイリスクな患者に対する医療

を提供することは，地域連携の観点

からも緊急性が高い。 

◎ 特に産科を併設した周産期医療への

取組みは，医療関係者からも大きな

期待があり，市立病院が担うべき医

療機能としての整備の必要性は極め

て高い。 

◎ 新病院基本構想では，新病院で１
次から３次までの救急を総合的に
実施することとしているが，現時
点でもその必要性はあると考えら
れる。 

◎ 成育医療については，医療領域が確

立されていないことから詳細な検討

が難しく，今回の新たな病院の計画

の中で具体化することは困難。 

小
児
医
療
・
周
産
期
医
療

《小児医療》 
●医療環境に関する意見 

・報告書では小児医療における高度医療と地域医

療を一括りにしているが，本来は分けるべきで

ある。 

・報告書にはこども病院がこれまで担ってきた地

域医療を新病院でも継続するかどうかについて

明記されていないが，重要な要素である。（事務

局からはこれまでどおり継続するとの説明を受

けた。） 

 

●優先度に関する意見 

・こども病院の高度医療分野には九州各地から心

臓病等の患者が集まっており，新病院でも充実

させるべきである。 

・こども病院での地域医療の縮小は望ましくなく，

新病院では更に充実させるべきである。 

●まとめ 

小児医療に関しては，「整備の必要性は極めて

高い」としている報告書の分析は妥当である。 

 

●新病院における留意事項 

【施設の配置】 

・福岡地区小児科医会によるアンケートの結果で

は，西区，早良区の小児科開業医は，２次医療を

ほとんどこども病院に依存しているが，こども病

院移転により小児医療における２次医療の体制

が変わる場合は配慮が必要である。 

 

【医療分野】 

・高度医療と地域医療の更なる充実を図るべきであ

る。 

【一般病床数】 

・小児特有の季節変動に対応できる病床数の確保が

求められる。 

・将来の少子化の進行を見据えると過大な病床数は

経営へ負担を与えるため，双方のバランスに考慮

した病床数を検討する必要がある。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」に対する意見・評価  
項目 検証・検討報告書における結論 

医療環境及び優先度に関する意見 評価及び新病院における留意事項  

（参考）左記のうち「７ 市民病院のあり方」に

関連する意見 

 《周産期医療》 
●医療環境に関するご意見 

・産科は，福岡市では分娩の約６割を開業医が担

っているが，その約半数は後継者がおらず，10

年後には約 3,500 人の妊婦が困ることとなる。

産科医はすぐには育たない。 

・NICU 等の新生児ベッドの数が少ないので，こ

まごまといくつも作るより，ある程度まとめて

大きいものを作った方が良い。 

 

●優先度に関する意見 

・都市圏の周産期医療は不足しているため，新病

院では周産期医療を担うべきである。 

・まずは NICU の充実が優先されるべきである。

●まとめ 

周産期医療に関しては，「整備の必要性は極め

て高い」としている報告書の分析は妥当であ

る。 

 

●新病院における留意事項 

【ネットワーク】 

・周産期医療は，１次～３次までをバランスよく分

担し，医療ネットワークをうまく機能させないと

回らない。 

【将来の課題】 

・将来的に産科クリニックの減少が予測されるた

め，その際には正常分娩への対応が求められる可

能性がある。 

 

 

小
児
救
急
医
療
 

●医療環境に関する意見 

・新病院で１次～３次まで担ってもらうことは小

児科医から見ればありがたい。また，２次と３

次が同じ医療施設というのもありがたい。 

・現状では１次（急患診療センター）は大学病院

や総合病院の勤務医及び開業医の協力でどうに

か機能しているが，２次の対応能力は不十分で

ある。また，１次は多くの小児科医が必要であ

り，新病院において，すぐに実施するのはとて

も難しいと思われる。 

・現状では３次の重症外傷は大学病院の救命救急

センターに搬送されているが，満床のために断

られる場合がある。しかしながら，多発性外傷

や広範囲熱傷は大学病院等の救命救急センター

で対応した方が現実的である。 

・小児３次救急は体系づけられていないのが現状

であり，大学病院と連携をはかり対応していく

ことが現実的である。 

 

●優先度に関する意見 

・まずは２次・３次の小児救急の充実を図る必要

がある。 

・新病院では頭部外傷にも対応するために小児外

科に加え小児脳神経外科等が必要である。ただ

し，多発性外傷や広範囲熱傷は大学病院等の救

命救急センターに任せた方がよい。 

 

 

 

●まとめ 

小児救急に関しては，「１次※から３次まで担

う必要性はある」としている報告書の分析は

妥当である。 

※１次：時間外診療 

 

●新病院における留意事項 

【十分な人員確保】 

・新病院は，医師，看護師など十分な人員確保をし，

研修なども実施してからスタートすべきだ。そう

でないと，医師の当直回数が増加し，疲弊し，そ

れを見た新人医師が小児科を敬遠し，ますます医

師不足となる。 
【ネットワーク】 

・１次救急については，現在の急患診療センターと

の役割分担を考えなければならない。 

・小児救急は，１次～３次までをバランスよく分担

し，医療ネットワークをうまく機能させないと回

らない。 

・現時点では，新病院において２次救急医療と内科

的な３次救急医療を担うことが適当と考えられ

る。 

・多発性外傷や広範囲熱傷等の外科的な３次救急医

療については，現状では十分とは言い難いため，

関係者間で協議を行い、大学病院を中心としたネ

ットワークで対応できるようにする必要がある。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」に対する意見・評価  
項目 検証・検討報告書における結論 

医療環境及び優先度に関する意見 評価及び新病院における留意事項  

（参考）左記のうち「７ 市民病院のあり方」に

関連する意見 

成
育
医
療

●医療環境に関する意見 

・成育医療については，概念そのものが模索中の

段階であり，確立されているとは言えない。 

 

●優先度に関する意見 

・成育医療は，限られた予算の中では達成できな

いことははっきりしている。 

●まとめ 

成育医療に関しては，「医療領域が確立されて

いないことから，今回の計画の中で具体化す

ることは困難」としている報告書の分析は妥

当である。 
 

 

③救急医療 

（成人） 

◎ 救命救急医療については，救命救急

センターの整備の状況や，現在の稼

働率及び近年の救急搬送の状況から

見て，市内の救命救急体制は，ほぼ

充足していると考えられる。 

●医療環境に関する意見 

・救急患者総数の伸びは頭打ちである。 

・市内の救急体制は量的な面では「ほぼ充足」と言え

るが，実際の運営面ではいろいろ課題がある。 

・３次救急施設にはかなりの数の２次救急患者が搬送

されていることから満床状態が続き，受け入れを断

ることもある。 

・現場としては，ある意味では３次救急施設を頂点と

したピラミッド型ではなく，逆三角形型のバランス

配置が望ましいような実情もある。 

・救急搬送の運用の適正化が必要である。 

・市内には２次救急施設が 41 施設あるが，実際には

施設間で重症患者への対応能力に相当の開きがあ

る。その中で市民病院は積極的に重症患者に対応し

ている。 

・小児科と同じように，救急医も確保が困難となって

おり，市民病院があれば市として救急医を確保でき

ることとなる。 

・脳卒中に関しては大学病院だけでなく，地域レベル

の中核施設も必要。市民病院は九大に近接している

が，博多区，東区，糟屋地区を中心とした地域医療

として，質の高い医療を提供している。 

 

●優先度に関する意見 

・３次救急施設は更なる充実が望まれる。 

・３次救急施設の負担を軽減するために１次・２次救

急施設の充実が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●まとめ 

救急医療に関しては，報告書では「ほぼ充足

している」との理由で市が担う必要性は低い

としているが，小児医療・周産期医療ほどの

優先度ではないが，それに次ぐ程度の必要性

はある。 

 

 

  

 

・市内の救急体制は量的な面では「ほぼ充足」と言える

が，実際の運営面ではいろいろ課題がある。 

・３次救急施設にはかなりの数の２次救急患者が搬送さ

れていることから満床状態が続き，受け入れを断るこ

ともある。 

・現場としては，ある意味では３次救急施設を頂点とし

たピラミッド型ではなく，逆三角形型のバランス配置

が望ましいような実情もある。 

・救急搬送の運用の適正化が必要である。 

・市内には２次救急施設が 41 施設あるが，実際には施

設間で重症患者への対応能力に相当の開きがある。そ

の中で市民病院は積極的に重症患者に対応している。

 

・小児科と同じように，救急医も確保が困難となってお

り，市民病院があれば市として救急医を確保できるこ

ととなる。 

・脳卒中に関しては大学病院だけでなく，地域レベルの

中核施設も必要。市民病院は九大に近接しているが，

博多区，東区，糟屋地区を中心とした地域医療として，

質の高い医療を提供している。 

 

 

・３次救急施設は更なる充実が望まれる。 

・３次救急施設の負担を軽減するために１次・２次救急

施設の充実が望まれる。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」に対する意見・評価  
項目 検証・検討報告書における結論 

医療環境及び優先度に関する意見 評価及び新病院における留意事項  

（参考）左記のうち「７ 市民病院のあり方」に

関連する意見 

感
染
症

●医療環境に関する意見 

・報告書では「こども病院が感染症医療を維持す

る」前提だが，過去，SARS 疑い患者受け入れ

の際，内科医が一名しかいないこども病院では

診療体制が弱いため，大学病院で診察した後に

こども病院へ入院するなど二度手間であった例

がある。 

・こども病院に感染症センターを併設していると

大規模感染が発生した場合，こども病院を閉鎖

しなければならない可能性もある。 

・感染症に罹患した患者の分娩に対応できるとこ

ろは福岡にはない。 

・福岡のような大都市は，できればセーフティネ

ットとして，感染症は市で担って欲しい。 

・感染症医療はこども病院から切り離すべきであ

り，離した方がよい。 

 

●まとめ 

感染症医療に関しては，報告書では「感染症

センターは何らかのかたちで維持すべきであ

る」としているが，内科医１名のこども病院

で感染症センターを運営することには無理が

あり，また，大規模感染が発生した場合，こ

ども病院を閉鎖しなければならない可能性も

あるため，高次医療機関である大学病院や国

立病院で担うことが望ましい。 

 

注）ここでの感染症は，いわゆる感染症法に

おける１類感染症，２類感染症及び指定

感染症を指す。 

 

●新病院における留意事項 

【感染症病床の検討時期】 

・感染症病床のあり方の検討については，できるだ

け早期にとりかかる必要がある。 

  

④感染症・災害

医療 

◎ 感染症医療については，政策医療と

して本市は継続する責任があり，感

染症センターは何らかのかたちで維

持すべきである。なお，本来，感染

症医療の体制確保については，県に

予防計画を定める責務があることか

ら，整備・運営のあり方については

広く議論すべきものと思われる。災

害医療については，基幹災害医療セ

ンターや地域災害医療センターが国

の設置基準を満たし，災害拠点病院

も充足していると考えられる。 

災
害
医
療

●医療環境に関する意見 

・災害拠点病院はいらないが，新病院では，地理

的利点を活かした災害対応策は考えておいたほ

うがいい。 

 

●優先度に関する意見 

・災害に関しては九州医療センターが九州全域及

び福岡県の拠点病院としての使命を担ってい

る。災害発生時には拠点病院をはじめとするネ

ットワークの中で対応するものであり，どの病

院も協力するという意味では市立病院だけが特

別の役割を担うものではない。 

 

●まとめ 

災害医療に関しては，「充足していることから

市が担う必要性は低い」としている報告書の

分析は妥当である。 

 

●新病院における留意事項 

・災害時に海路，空路のアクセス性や敷地のゆとり

等を活かすことを想定した施設整備を行うこと

が望ましい。 

 

（参考：市の保健医療施策への意見） 

・県や市は災害時には司令塔としての役割をきっち

り行うべきである。 

  

 

 

 

 

 

・災害に関しては九州医療センターが九州全域及び福岡

県の拠点病院としての使命を担っている。災害発生時

には拠点病院をはじめとするネットワークの中で対

応するものであり，どの病院も協力するという意味で

は市立病院だけが特別の役割を担うものではない。

 



 6

「２ 医療機能の優先順位付け」に対する意見・評価  
項目 検証・検討報告書における結論 

医療環境及び優先度に関する意見 評価及び新病院における留意事項  

（参考）左記のうち「７ 市民病院のあり方」に

関連する意見 

⑤高度医療 

（成人） 

◎ 高度医療（がん，脳，心臓，肝臓，

腎臓）については，大学病院をはじ

めとした高度医療機関の集積や入院

の需給状況などを踏まえるとほぼ充

足している。 

●医療環境に関する意見 

・合併症等を有するがん患者については一医療機関だ

けではなくネットワークで対応する必要がある。 

・がん医療においては緩和医療の充実が望まれる。ア

イランドシティは環境が良いので，そこに新病院を

作って，全国へ派生するようながん緩和医療文化を

創ったらどうか。 

・脳卒中における回復期は民間病院が担うのと同様に，

がん医療における緩和医療は民間病院の役割になる

のではないか。 

・がんについて市民病院が閉鎖した場合の弊害と市民

への影響を考えるべきである。 

・（再掲）脳卒中に関して，市民病院は九大に近接して

いるが，博多区，東区，糟屋地区を中心とした地域

医療として，質の高い医療を提供している。 

・市民病院は肝臓及び脊椎の分野において質の高い医

療を提供している。特に肝臓は臨床的にも学術的に

も評価が高い。他に人工透析での難易度の高いシャ

ント術等の実績もある。 

・市民病院での心臓の分野は取り組み始めて間もなく，

まだ規模が小さい。 

・アイランドシティには，そこに住んでいる人達のた

めに，高度である必要はないが，公的な医療機関が

必要だ。安全性の確保の観点から，民間病院だけに

任せていてはだめ。 

・市民病院は今の機能を保持することが望まれる。 

 

●優先度に関する意見 

・がんは今ではありふれた病気であり，普通の疾患と

変わらない。重症やまれな症例は高度先進医療とし

て，大学病院やがん診療連携拠点病院が担えば良い。 

●まとめ 

高度医療に関して，「ほぼ充足していることか

ら市が担う必要性は低い」としている報告書

の分析は，より正確には「市が積極的に担う

必要性は低い」とすべきだが，概ね妥当であ

る。 

 

 

（参考：市の保健医療施策への意見） 

・がん医療について，これまではハード整備中心だ

ったが，これからはソフトの時代。具体的には，

２次予防つまり，検診体制が重要。市には，がん

検診の精度管理のシステムづくりに加えて，様々

な情報を保有していると思うので，ネットワーク

づくりのコンサルテーション等をやってほしい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・がんについて市民病院が閉鎖した場合の弊害と市民へ

の影響を考えるべきである。 

・脳卒中に関して，市民病院は九大に近接しているが，

博多区，東区，糟屋地区を中心とした地域医療として，

質の高い医療を提供している。 

・市民病院は肝臓及び脊椎の分野において質の高い医療

を提供している。特に肝臓は臨床的にも学術的にも評

価が高い。他に人工透析での難易度の高いシャント術

等の実績もある。 

・市民病院での心臓の分野は組み始めて間もなく，まだ

規模が小さい。 

 

 

 

 

・市民病院は今の機能を保持することが望まれる。 

 

 

・がんは今ではありふれた病気であり，普通の疾患と変

わらない。重症やまれな症例は高度先進医療として，

大学病院やがん診療連携拠点病院が担えば良い。 
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２章．検証・検討報告書「４ 医療機能の選択」の評価 
 

検証・検討報告書における結論 

◎ 本市のように基幹的な医療機関が多く，成人向けの医療に比較的恵まれた環境にあっては，今後，本市が新たな病院を整備する場合は小児・周産期医療及び感染症医療に機能を特化するこ

とを選択すべき。 

 

「４ 医療機能の選択」に対する意見・評価 
項目 検証・検討報告書における分析・評価等 

意見 評価 

①市立病院の

あり方に関

する基本的

な考え方 

・ 官民のパートナーシップや「民でできることは民に任
せる」との考え方も踏まえて，市立病院の役割は，他
の医療機関による提供が困難な医療を提供すること
にある，との認識が基本となる 

・ 特に本市においては，国立病院や大学病院，さらに公
的病院も充実しており，これらの病院の果たしている
役割を踏まえて市立病院の役割を検討する必要があ
る。 

 

 

②医療機能の

選択 

・ 選択の「絶対的な基準」は存在しない。どこまでを市
立病院が担うのが妥当なのかという判断になる。 

・ 医療行為の提供は，性質的には行政でなくても民間で
もなしうる公共サービスで，官民の役割分担の視点に
立てば，可能な限り民間その他の病院に委ねるべきで
あり，民間で担うことが困難な分野に限って市立病院
は役割を果たすべき。 

・ 本市財政の状況からも，他に担いうる機関があるなか
で，将来の財政負担が拡大するリスクを負って医療の
高度性を自ら追求していくことには一定の限界が存
在している。 

 

 

③周産期医療

の拡充に併

せた成人対

象の医療機

能の必要性 

【ハイリスクへの対応方針】 

・ 産科を併設することで，母体搬送症例での大きな割合
を占める「切迫早産」や「胎児心拍数異常」など産科
的異常には対応可能であり問題ない。他科の疾病を合
併している場合は，応急対応を行うとともに，他の高
度成人医療機関との連携を基本とする。 

・ 他科の疾病を合併している場合の具体的な対応 
（ア） 母体の心疾患 

妊娠前診断が可能なケースが多く，専門の医療機
関で対応。 

（イ） その他母体の急性期疾患 

市内の救命救急医療体制は充実しており，他の医
療機関との連携で対応。 

※なお，小児・周産期医療及び感染症医療に特化
する場合は，小児脳外科の新設を検討すること
となるが，設置すれば母体の急性脳疾患に対し
専門の医師が対応することが可能となり，応急
対応がより適切に行えることとなる。 

【母体搬送ネットワークの機能向上】 

・ 必ずしも成人の医療機能を付加しなくても，他の高度
成人医療機関と連携することで，ハイリスク母体への
対応は可能。 

・ 本市の現状からすれば，NICU 等の新生児治療病床の
増床により，ネットワークの機能向上に貢献できる。

 

・周産期医療における成人の救急医療のバックアップ体制について

は，九大病院，福大病院等との役割分担の中で対応することが現

実的である。（こども病院は重症合併症を有する妊婦（ハイリスク

母体）は取り扱わない。）  

・胎児救命のために入院した後に，母体に重篤な症状が生じる場合

もある。 

・ハイリスク母体の管理は以前より進歩しており，また，分娩時に

脳卒中・心筋梗塞などを発症することは極めてまれなため，多く

の場合，ハイリスク母体は紹介で対応することが可能である。そ

のため，脳卒中等への備えは特に必要ないが，肺塞栓などの緊急

事態に対し，速やかに他病院へ救急搬送できる体制は必要である。 

・今福岡で不足しているのは，MFICU と NICU のベッド数及び産

科医と新生児科医のマンパワーであり，母体受入れが円滑に出来

ない状況である。また，ドクターカーによる母体及び新生児の搬

送体制の充実と，アクセス性の向上が望まれている。 

 

・検証・検討報告書では「新病院は小児・周産期医療及び感染症医療

に機能を特化することを選択すべき」としているが，感染症医療に

ついては別途方策を検討すべき。また，周産期医療については院内

での成人医療のバックアップが望ましいが，検証・検討報告書が示

すように小児医療に産科を加えた周産期医療に特化させることは

やむを得ず，概ね妥当性がある。この場合，母体及び新生児の搬送

体制の充実と，アクセス性の向上が望まれている。 

なお，今後とも医療環境や社会情勢の変化が見込まれるため，新病

院の整備・運営に当たっては，これらの変化に柔軟に対応していく

ことが必要である。 

 

注）ここでの感染症は，いわゆる感染症法における１類感染症，

２類感染症及び指定感染症を指す。 

 

 

※「医療機能の選択」に関する考え方 

本報告書では『１章 検証・検討報告書「２ 医療機能の優先順位

付け」の評価』において，「救急医療」について「小児医療・周産期

医療ほどの優先度ではないが，それに次ぐ程度の必要性はある。」と

した上で，本２章において新病院が小児・周産期医療に特化すること

を「概ね妥当性がある。」とした。 

これは，１章における全市的な医療環境に関する評価の中で，「救

急医療」は「量的な面ではほぼ充足」していることを前提に，主に運

営面や機能面での充実を図るべきとの内容であることから，その対応

は市立病院に限らず，他の公的病院や民間病院を含む全市的な医療供

給体制として行うことが基本となるとの考え方によるものである。 

 



 8

３章．検証・検討報告書「７ 市民病院のあり方」に関する論点整理 

 

（１）検証・検討報告書における結論（まとめ） 

今後，市民病院のあり方について，以上の視点を踏まえつつ，病院事業運営審議会など様々

な意見をお聞きしながら，民間移譲も視野に入れて広く検討する必要がある。しかし，病院

事業全体の財政負担の見通しを立てる必要性があることから，新たな病院の整備方針とあわ

せて，市民病院の具体的な方策を定める必要がある。 

 

（２）検証・検討報告書において検討すべきとされている課題 

・市民病院については，現在実施している成人の医療が，①市内の大学病院をはじめとす

る医療機関と競合しているなど，本市の医療環境その他の要素から判断して市が政策的

に担う必要性が希薄化している面がある。 

・一方で，②市民病院が地域の病院としての役割を果たしてきたこと，付近住民の期待が

あることも事実である。 

 ・また，③市民病院の存在意義のひとつである緊急時，災害時のセーフティネット機能に 

ついては，本市における救命救急センター，災害拠点病院等の整備状況から見て，その

役割を継続させるべきかどうかが課題である。 

 

（３）本部会における検討内容 

上記（２）の課題を整理すると，次の３つの視点となる。 

 

視点①『本市の医療環境からの必要性』 

 

視点②『地域の病院としての役割』 

 

視点③『セーフティネットとしての必要性』 

 

本部会では，まず，検討依頼事項１及び２に関連して行った検討，評価（以下「既検討事項」とい

う。）について上記の３つの視点に基づき整理した上で，必要に応じて追加検討を行うとともに，上

記の３つ以外の視点設定の必要性の有無についても検討する。 

なお，既検討事項の内容である検証検討作業における検討内容及びこれに対して行った本部会の評

価等については，何れも福岡市が新たな病院を整備する場合に市として担うべき医療分野との前提で

行ったものであり，現に運営中である市民病院のあり方を検討する際の視点と必ずしも完全に一致す

るものではないが，福岡市の医療環境から見た各分野の充足度や市が担う必要性を検討したものであ

り，市民病院のあり方を検討する場合の最も重要な要素と考えられる。 

 

 

 

（４）視点①『本市の医療環境からの必要性』について 

視点①に関連する分野は既検討事項のうちの救急医療，災害医療及び高度医療の３分野であるが

（感染症医療はこども病院・感染症センターが担っているため対象外とする。），本部会では３分野

について下記の評価を行っている。 

 

＜既検討事項における評価（市民病院に関連する医療機能）＞ 

■救急医療 

救急医療に関しては，検証・検討報告書では「ほぼ充足している」との理由

で市が担う必要性は低いとしているが，小児医療・周産期医療ほどの優先度

ではないが，それに次ぐ程度の必要性はある。 

■災害医療 

災害医療に関しては，「充足していることから市が担う必要性は低い」とし

ている検証・検討報告書の分析は妥当である。 

■高度医療 

高度医療に関して，「ほぼ充足していることから市が担う必要性は低い」と

している検証・検討報告書の分析は，より正確には「市が積極的に担う必要

性は低い」とすべきだが，概ね妥当である。 

 

 

また，３分野について，出された主な意見は下記の通りである。 

 

○Ａ ：市全体の医療環境に関する意見 ○Ｂ ：市民病院に関する意見   

救急医療 

・市内の救急体制は量的な面では「ほぼ充足」と言えるが，実際の運営面では，

救急搬送の運用の適正化など，いろいろな課題がある。……………………○Ａ

・市内の２次救急施設は施設間で重症患者への対応能力に相当の開きがあるが，

市民病院は積極的に重症患者に対応している。………………………………○Ｂ

・市民病院は博多区，東区，糟屋地区を中心に質の高い脳卒中医療を提供してい

る。…………………………………………………………………………………○Ｂ

災害医療 

・災害に関しては九州医療センターが九州全域及び福岡県の拠点病院としての使

命を担っている。災害発生時には拠点病院をはじめとするネットワークの中で

対応するものであり，どの病院も協力するという意味では市立病院だけが特別

の役割を担うものではない。……………………………………………………○Ａ
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高度医療 

・がんは今ではありふれた病気であり，普通の疾患と変わらない。重症やまれな

症例は高度先進医療として，大学病院やがん診療連携拠点病院が担えば良い。

………………………………………………………………………………………○Ａ

・（再掲）市民病院は博多区，東区，糟屋地区を中心に質の高い脳卒中医療を提

供している。………………………………………………………………………○Ｂ

・市民病院は肝臓及び脊椎の分野において質の高い医療を提供している。特に肝

臓は臨床的にも学術的にも評価が高い。他に人工透析での難易度の高いシャン

ト術等の実績もある。……………………………………………………………○Ｂ

・市民病院での心臓の分野は取り組み始めて間もなく，まだ規模が小さい。○Ｂ

まず，救急医療，災害医療及び高度医療の３分野に関する本部会の評価のうち「救急医療」につ

いては，検証・検討報告書で「市が担う必要性は低い」としているものを，「小児・周産期医療に

次ぐ程度の必要性はある」としている。これについては p.8 の『※「医療機能の選択」に関する考

え方』で述べたように，主に運営面や機能面での充実を図るべきとの内容であることから，全市的

な医療供給体制として対応することが基本となるものと考えられる。 

また，３分野に関連する意見のうち市民病院に関する意見（○Ｂ ）は，次の視点②において整理す

ることが適当と考えられるため，残る全体の医療環境に関する意見（○Ａ ）について見ると，３分野

に関して市立病院に特段の役割を求めるものはない。 

○ 従って，視点①から見た場合，市民病院を市立病院として存続させる必要性は高くないものと

考えられる。 

 

（５）視点②『地域の病院としての役割』について 

視点②について出された主な意見は下記の通りである。 

・市内の２次救急施設は施設間で重症患者への対応能力に相当の開きがあるが，市民病院は

積極的に重症患者に対応している。 

・市民病院は博多区，東区，糟屋地区を中心に質の高い脳卒中医療を提供している。 

・市民病院は肝臓及び脊椎の分野において質の高い医療を提供している。特に肝臓は臨床的

にも学術的にも評価が高い。他に人工透析での難易度の高いシャント術等の実績もある。 

・市民病院での心臓の分野は取り組み始めて間もなく，まだ規模が小さい。 

・東区と博多区の住民に対して大きな役割を果たしており，重要な病院である。 

・仮に市民病院がなくなるのであれば地域医療の提供体制が変わるので，何らかの配慮が必

要である。 

 

○ 従って，視点②から見た場合，市民病院は博多区，東区及び糟屋地区における中核的な病院と

して機能している実態が認められるため，少なくともその医療機能については何らかの形で現在

の水準を保持し，存続させる必要性が高いものと考えられる。 

 

（６）視点③『セーフティネットとしての必要性』について 

視点③については，検証・検討報告書が対象としたのは「救急医療」及び「災害医療」の２分野

であり，両分野とも視点①と重複する。 

○ 従って，視点③から見た場合，市民病院を市立病院として存続させる必要性は高くないものと

考えられる。 

 

（７）視点④『市の政策面からの必要性』について 

前記の３つの視点に加え、部会における議論を踏まえて第４の視点として上記視点を設定する。

視点④について出された主な意見は下記の通りである。 

企画，情報収集 

の手段 

・医療政策の企画において，何らかの形で現場を持って実施すべきではな

いか。この場合，機能をその時々で柔軟に考えることが必要である。 

・医療政策へ反映できる正確な情報やデータを収集したり，医療ネットワ

ークづくりの手段として市民病院を継続して保有すべきである。 

採算性・効率 

・（いわゆる）市場原理に任せると不採算分野の医療が手薄になり、救わ

れない人たちが出てくるので，このような観点からも，市民病院を保有

する必要がある。 

・市民病院は機能的にも経営的にも優れた病院に成長している。直ちに民

間移譲を行うことには反対である。 

・民間病院が担わない分野を担うことは重要であるが，その場合でも効率

的な運営を十分に考えるべきである。 

福祉的ニーズ 

・開業医では性的虐待を受けた小児患者の受け入れ先がなくて困ってい

る。以前は市民病院が受け入れをしてくれていた。 

・飛び込み分娩（出産前未受診）の妊婦は未払いが多く，開業医が受け入

れたがらないため，市に担って欲しい。 

その他 

・感染症がパンデミックに大規模発生する場合などを想定すると，市民病

院の存在が重要となる。  

・海外ではその都市の医療レベルと文化レベルは密接な関連がある。福岡

は地理的・歴史的に医療と関連が深い土地柄であるため，都市文化の象

徴として特色ある医療を掲げるべきではないか。 

・拠点病院には周辺に関連産業が集積する相乗効果があり，集積した末に

は情報発信の基地になりえる。 
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○ 従って，視点④から見た場合，市の医療政策の総合的な推進の観点から市民病院を市立病院と

して存続させることが望ましいとの意見が大勢であった。なお，この場合，経営形態の見直しを

始め，経営の効率化，健全化に向けた取り組みに従来以上の努力を傾注することが不可欠と考え

られる。 

 

（８）まとめ 

以上，本部会において「市民病院のあり方に関する論点整理」の検討を行った結果，視点①「本

市の医療環境からの必要性」及び視点③「セーフティネットとしての必要性」からは，市民病院を

市立病院として存続させる必要性は認められなかったが，視点②「地域の病院としての役割」から

は，博多区，東区及び糟屋地区における中核的役割を踏まえて，その医療機能を存続させる必要性

が認められた。また，視点④「市の政策面からの必要性」においては，市の医療政策の総合的な推

進の観点から市立病院として存続させることが望ましいとの意見が大勢であった。 

従って，本部会が担当した医療機能の観点から総合的に判断した結果，福岡市病院事業運営審議

会において「福岡市民病院のあり方について」検討される際には，上記の視点②及び④に重点を置

いて，本部会における意見も参考にしながら審議されることが望ましいと考えられる。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」 ① 福岡市の医療環境    
      

結 論 

◎ 本市では，平成 14 年度から平成 17 年度までの間に，医師数，病院の診療科数，一般診療所数とも増加しており，大都市間で比較しても量的充足度は高く，また，大学病院をはじめとして，
救命救急センター，周産期母子医療センター，地域がん診療連携拠点病院や高度医療機能も相当数集積しており，医療の供給体制を俯瞰すると，質量ともに一定の充足が果たされている。 

◎ なお，全国的に減少している小児科と産婦人科の医師数及び病院数は，本市でも同様に減少していることは重視すべきことである。 

 

データ分析 

項目 データ関係 

（比較対象は平成 17 年度と平成 14 年度） 
分析・評価等 

外部アドバイザー等意見 

①医師数 

・ 医師数は４％増加。 

・ 医師数が増加している主な診療科は，内科，呼吸器科，循環器科

など。 

・ 医師数が減少している主な診療科は，皮膚科，気管食道科，外科，

産婦人科，小児科 

・ 15 大都市で 10 万あたりの医師数を比較すると２番目に多い。 

②病院数 

及び診療科数 

・ 病院の診療科総数は，5％増加。 

・ 増加している主な診療科は，神経内科，循環器科，内科など。 

・ 減少している主な診療科は，産婦人科，神経科，小児科。 

・ 15 大都市で 10 万あたりの病院数を比較すると２番目に多い。 

 

③一般診療所数 

及び診療科数 

・ 一般診療所総数は，4％増加。 

・ 増加している主な診療科は，内科，眼科，皮膚科，形成外科など。

・ 減少している主な診療科は，小児科，整形外科，性病科。 

・ 15 大都市で 10 万あたりの一般診療所数を比較すると７番目に

多い。 

④病院の内訳 

（市内） 

・ 市立病院が２，大学病院が３，独立行政法人国立病院機構の病院

が３，公的病院が 3，病床数 200 以上の民間病院が 27 あり，

これらの病院だけで 13,976 床となり，福岡・糸島二次医療圏の

基準病床数の約 93％，既存病床数の約 73％を占める。 

・ 代表的な高度医療機能としては，救命救急センターが３，救急告

示病院が 41，災害拠点病院が 6，地域がん診療連携拠点病院が１，

総合周産期母子医療センターが１，地域周産期母子医療センター

が１，その他高度な小児救急医療を実施している病院が３，など。

⑤病院の内訳 

（近隣市町村） 

・ 近隣市町村には，公立病院が１，独立行政法人国立病院機構の病

院が 1，また 200 床以上の民間病院が 10 あり，これらの病床

数の合計は 3,866 床にのぼる。 

・ これらの病院の中には，救急告示病院が２，地域がん診療連携拠

点病院が１，高度な小児救急医療を実施している病院が 1 ある。

⑥医療環境の変化 

・ 救命救急センターについては，平成１８年度から九州大学病院が

開始したことにより，従来の済生会福岡総合病院及び福岡大学病

院に加え３箇所となった。 

・ 小児救急や周産期医療についても，平成１８年度から九州大学病

院が小児医療センターを開設。 

・ 災害拠点病院についても，平成１８年度から民間病院１箇所が新

たに指定を受けた。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」 ② 小児・周産期医療     
      

結 論 

◎ 小児・周産期医療は，医療機関が限られており，とりわけ，高度医療機関で形成する新生児医療ネットワークにおいて，こども病院・感染症センターは大きな役割を担っている。 

◎ 地域の小児科・産科の体制が弱まる中，ハイリスクな患者に対する医療を提供することは，地域連携の観点からも緊急性が高い。 

◎ 特に産科を併設した周産期医療への取組みは，医療関係者からも大きな期待があり，市立病院が担うべき医療機能としての整備の必要性は極めて高い。 

◎ 成育医療については，医療領域が確立されていないことから詳細な検討が難しく，今回の新たな病院の計画の中で具体化することは困難。 

 

データ分析 
項目 

データ関係 分析・評価等 
外部アドバイザー等意見 

①小児・周産期医療

の状況 

・ 市内で小児科を標榜している公的病院もしくは 200 床以上の民

間病院は 14 施設で，うち小児病床を有するのは 12 施設である。

・ 総合周産期母子医療センターの設置基準は原則として，三次医療

圏に１箇所。福岡圏域では福岡大学病院（MFICU：7 床，NICU：

9 床）が指定されている。 

・ 地域周産期母子医療センターの設置基準は，総合周産期母子医療

センター1 箇所に対して数箇所の割合で設けるものとされ，1 つ

又は複数の二次医療圏に 1 箇所もしくは必要に応じそれ以上の施

設を設置することが望ましいとされている。福岡圏域では，独立

行政法人国立病院機構九州医療センター（NICU：６床）と民間病

院 1 箇所（NICU：15 床）が指定されている。 

・ 福岡都市圏では，７つの病院（九州医療センター，九州大学病院，

福岡徳洲会病院，福岡赤十字病院，こども病院，国家公務員共済

組合連合会浜の町病院，福岡大学病院）で，福岡都市圏新生児医

療連絡会（ＦＭＮＮ）を構成し，空床情報の共有や，空床がない

ときの患者の搬送を受け入れており，都市圏での共有データベー

スが構築されている。 

・ 出生数減少の一方でハイリスク分娩は増加しているなど周産期医

療の必要性は高く，自治体として取り組むべき領域である。 

・ こども病院の実績を活かしつつ，産科を併設した周産期医療の整

備を進めていくことが必要である。 

・ 福岡市が税金を投入してでも提供すべき医療は，周

産期医療が第一である。 

・ 福岡市内の 200 床以上の病院で小児病床を持つ病

院は１２箇所あるが，こども病院に周産期医療が欠

かせないもの，かつ民間に移譲できないものである

ことは明白である。 

・ 大学病院でも，入院待ちの状況が発生している。ま

た，新生児の搬送リスクの高さを考慮すれば，NICU 

や MFICU のさらなる増設が必要である。 

・ 周産期医療は必要であり，市として何とかやってい

かなければならない。 

・ 周産期医療と小児救急は必要性が高い。 

・ 小児科医の確保はどうするのか。大学病院には今以

上に協力できる人員はいない。 

②こども病院・感染

症センターが担っ

ている役割 

・ 病床数 190 床を有し，岡山以西では唯一の小児専門医療機関で，

国内はもとより海外からも患者を受け入れている。 

・ 小児の心臓外科手術は全国でトップクラスの実績を誇るととも

に，平成１７年度の小児手術件数をみると，外科，整形外科，泌

尿器科，耳鼻咽喉科の手術件数においても，市内の２つの大学病

院や独立行政法人国立病院機構の病院を大きく上回る実績をあげ

ている。 

・ ２つの大学病院をはじめとして，高度な小児医療機関から新生児

の搬送を受けている。 

・ こども病院・感染症センターの果たしている役割は大きく，その

機能は民間病院で代替できるものではない。 

・ 現在のこども病院は心臓外科の評価・実績が極めて高いが，子ど

ものこころの医療など，今後さらに強化していく分野を検討する

必要がある。 

・ 現在のこども病院の機能を見れば，その期待は福岡

市民のみならず福岡県一円に及んでいる。 

・ こども病院は小児心臓手術の実績等から九州の中核

病院といってもよく，欠かせない存在である。今後

は，産科がぜひ必要である。 

・ 九州を見据えたこども病院であるべきで，産科は必

要であり，各分野の専門医師及び看護師の確保が最

も重要である。 

・ 医療に携わる者として，小児科が不足する中で，こ

ども病院の存在は非常に助かっている。 

・ こども病院の小児心臓医療は世界的に評価できる 

・ こども病院は，現在やっていない分野までさらに機

能を強化すべきである。 

③小児救急医療 

・ 本市の２次・３次小児救急医療は，主に２つの大学病院とこども

病院・感染症センターが担当。 

・ 本市の１次救急は，主に福岡市立急患診療センターと５区の保健

福祉センター内の急患診療所が担当。急患診療センターの小児受

診件数は，年間４万件前後。 

・ １次から３次までの救急を総合的に実施する必要性はある。 

・ そのためには，確保が困難な小児科医や看護師などの大幅な増員

も必要となることから，全市的な小児救急体制の中での連携協力

による実施方法の検討が望まれる。 

・ 周産期医療と小児救急は必要性が高い。（再掲） 

④成育医療 

・ 成育医療については平成 14 年に国立成育医療センターが設置さ

れ，運営されているものの，モデル的な事業の段階である。 

・ 全国に展開する具体的な姿については今後の課題であり，その担

当する医療領域は確立していない。 

・ 市立病院で直ちに取り組み，具体化することは困難。 

・ 市立病院が取り組むべきであるとする意見はほとん

ど聞かれなかった。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」  ③ 救急医療     

      

結 論 

◎ 救命救急医療については，救命救急センターの整備の状況や，現在の稼働率及び近年の救急搬送の状況から見て，市内の救命救急体制は，ほぼ充足していると考えられる。 

 

データ分析 
項目 

データ関係 分析・評価等 
外部アドバイザー等意見 

①１次及び２次の

救急体制の整備状

況 

・ 平成１９年４月１日現在で福岡市内の救急告示病院は 41 施設，

輪番病院は 60 施設となっている。 

・ 一次については福岡市が設置する６カ所の市立急患診療所・セン

ターが担い，二次については民間を中心とした救急告示病院と輪

番病院が担っている。 

・ 医療関係者へのヒアリングにおいて，特に不足して

いるとの意見は見られなかった。 

②救命救急センタ

ーの整備状況 

・ 国基準は，概ね人口 100 万人に１箇所を原則。 

・ 全国には，計 185 施設 （救命救急センターが 165，高度救命救

急センターが 20 設）があり，人口 100 万人あたりでは平均 1.45 

施設。 

・ 福岡市内には，計３施設（九州大学病院，済生会福岡総合病院，

福岡大学病院）があり，人口 100 万人あたり 2.14 施設。 

・ 15 大都市の人口１００万人あたりの平均は 1.54 施設である。

・ 本市にある救命救急センターの利用率は，平成 17 年度時点で平

均 70％前半。 

・ 国基準や１５大都市平均と比較しても高い水準にある。 

・ 本市にある救命救急センターの稼働状況に余裕があると思われ

る。 

・ 救命救急医療は，費用が予想を超えてかかることを

再度認識して綿密な検討が必要。 

・ 救急専門の医師の確保が難しいことはもちろん，未

収金の最も発生するところでもある。 

・ 救命救急医療は欠かせないが，優先順位は周産期医

療に劣る。 

・ 他院との競合を避けて，一定の分野に特色を打ち出

した救急医療を担当すべき。 

・ 市内の救急エリアには手薄な地域はなく，これ以上

の 3 次救急の必要性はない。 

・ 救命救急の専門医は少なく，分散するより集約した

ほうが力を発揮できる。 

・ 市民病院では，集約されたチーム医療体制をとるこ

とは無理ではないか。 

・ 救急医療が不採算であるという認識は正しくなく，

そのために公的医療機関が担うという認識も正しく

ない。 

③救急患者搬送状

況 

・ 平成９年と平成１８年の搬送人員を比較すると 1.5 倍。 

・ 新病院基本構想で想定した将来予測と比較すると，伸びが鈍化し

近年の増加傾向は弱まってきており，軽症患者の搬送が著しく増

加している半面，死亡や重症の重篤な患者の搬送は伸びていない。

・ 九州大学病院救命救急センターの開設に伴い，市内の救命救急体

制はほぼ充足していると考えられる。 

 

④九州大学病院救

命救急センター設

置による周囲への

影響 

・ 平成１４年から１８年までの救急患者搬送受入件数の推移を区別

にみると，平成１６年以降の東区の増加率が非常に高く，平成１

８年の博多区・中央区の受入件数が減少している 

・ 東区の医療機関別受入件数の推移を見ると，九州大学病院の増加

が特に目立つ。 

・ 九州大学は平成１８年度から救命救急センターとしての認定を受

ける準備段階にあり，受入件数の増加方針を明確にしたことによ

るものと考えられる。 

・ この受入件数の増加は，東区全数の増加分のうち半数もしくはそ

れ以上の数値を示していることから，東区全数の増加は九州大学

病院の救急機能向上の影響が大きいと言える。さらに，他区に搬

送されていた救急搬送患者を九州大学病院が受け入れた可能性が

ある。 

・ 九州大学病院で平成１８年度に救命救急センターが

開設され，市内３箇所の機能では救急体制としてま

だ不十分なのかどうか，また，特殊な救命救急医療

を市が担わなければならない状況なのか精査する必

要がある。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」 ④ 感染症・災害医療    
      

結 論 

◎ 感染症医療については，政策医療として本市は継続する責任があり，感染症センターは何らかのかたちで維持すべきである。なお，本来，感染症医療の体制確保については，県に予防計画を
定める責務があることから，整備・運営のあり方については広く議論すべきものと思われる。 

◎ 災害医療については，基幹災害医療センターや地域災害医療センターが国の設置基準を満たし，災害拠点病院も充足していると考えられる。 

 

データ分析 
項目 

データ関係 分析・評価等 
外部アドバイザー等意見 

①感染症医療につ

いて 

・ こども病院・感染症センターが県内唯一の第一種感染症指定医療

機関，さらに都市圏唯一の第二種感染症指定医療機関である。 

・ 本来，感染症医療の体制確保については，広域医療行政を担う県

に予防計画を定める責務があり，政令指定都市といえども，基礎

自治体の立場でどこまで責任を負うべきか議論の余地がある。 

・ 感染症発生のおそれを常に念頭においておくべき現在の状況のも

とでは，代替機能の確保がなされていない段階で，従来本市が担

ってきた感染症医療における役割を一方的に放棄することはでき

ないと考えられ，感染症センターの機能は今後とも維持すること

を基本とすべき。 

・ ただし，今後新たな病院を整備する場合，計画策定の中で，必要

な病床数，大学病院との協力のあり方などについては，検討すべ

き課題である。 

・ 本来的に，一類，二類感染症対策と結核対策を含め

て県で整備するものであり，福岡市だけでは感染症

発生時の対応が不十分になる。せめて県負担で感染

症センターを設置したほうがよい。 

②災害医療につい

て 

・ 市の西南部に福岡大学病院，福岡赤十字病院，中央部に済生会福

岡総合病院，九州医療センター，東部には九州大学病院，民間病

院の６施設が災害拠点病院の指定を受けており，病床数も一定確

保されている。 

・ 国基準は，都道府県に基幹災害医療センターを１箇所，地域災害

医療センターを１箇所設置。本市は，基幹災害医療センターが１

箇所，地域災害医療センターが３箇所設置されており，基準を満

たしている。 

・ 福岡県下に１６箇所の災害拠点病院があるうえに，

新病院で実施すべきか再検討が必要。 

・ 生物，化学テロへの対応は，将来においても大学病

院だけが可能。 
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「２ 医療機能の優先順位付け」 ⑤ 高度医療     
      

結 論 

◎ 高度医療（がん，脳，心臓，肝臓，腎臓）については，大学病院をはじめとした高度医療機関の集積や入院の需給状況などを踏まえるとほぼ充足している。 

 

データ分析 
項目 

データ関係 分析・評価等 
外部アドバイザー等意見 

①がん医療施設に

関するデータ 

・ 地域がん診療連携拠点病院は，二次医療圏に１箇所程度の整備が

目標。市内では１カ所（九州がんセンター）が指定。 

・ 緩和ケア病棟は市内で 7 病院・120 床が設置。１５大都市で比

較すると，人口１０万人あたりの平均病院数は最も多い。 

・ リニアックは市内では，8 施設・10 台（九州がんセンター，福

岡大学病院，九州大学病院，福岡赤十字病院，浜の町病院，済生

会，九州中央病院）。１５大都市で比較すると，人口１０万人あた

りの平均リニアック数は５番目に多い。 

・ ＰＥＴは市内では，３施設（九州大学病院，民間病院，福岡大学

病院）。１５大都市で比較すると，人口１０万人あたりの平均ＰＥ

Ｔ数は６番目に多い。 

 

・ がん医療においては，拠点となる地域がん診療連携拠点病院があ

り，リニアックやＰＥＴなどの高度専門設備も，大都市間で比較

しても高い水準で整備されている。 

②がんに関するデ

ータ 

・ 悪性新生物による人口 10 万人あたりの死亡者数は，１５大都市

平均（240 人）に対して本市は４番目（210 人）に少ない。 

・ 福岡・糸島二次医療圏における，入院患者総数と当該医療圏に住

所を置く入院患者数の割合は１47％ 

・ 流出割合（自分の住む二次医療圏外でがんの診療を受けている患

者の割合）の全国平均 23.9％に対し，福岡県の二次医療圏平均は

19.9％程度，福岡・糸島二次医療圏は 12.2％。 

・ 福岡・糸島二次医療圏における流入割合は 19.8％。 

・ 福岡市域内からの流出率をみると，外来，入院患者のどちらも流

出率が低い。 

・ 二次医療圏での入院需要は満たされており，他の医療圏から患者

が流入しているものと推計される。 

③脳，心臓，肝臓，

腎臓の関するデー

タ 

・ 脳血管疾患の人口 10 万人あたり死亡者数は，15 大都市平均（84 

人）に対して本市は最も少ない（58 人）。 

・ 心疾患の人口 10 万人あたり死亡者数は，大都市平均（114 人）

に対して本市は最も少ない（78 人）。 

・ 肝疾患による人口 10 万人あたりの死亡者数は，大都市平均（14 

人）に対して本市は最も少ない（８人）。 

・ 腎不全については，大都市平均が 14 人であるのに対して本市は

11 人と４番目に少ない。 

・ 福岡・糸島二次医療圏における入院総数と当該医療圏に住所を置

く入院患者の割合は循環器系疾患（高血圧性疾患，心疾患，虚血

心疾患，脳血管疾患）は 107％，肝疾患が 200％。 

・ 本市では，九州医療センター，福岡赤十字病院，済生会福岡総合

病院，市民病院，福岡東医療センター，福岡大学病院と，市内や

近郊の拠点病院において脳卒中センターが開設されており，九州

大学病院においても脳卒中ホットラインを立ち上げるなど，既存

の拠点病院で対応が進んでいる状況にある。 

・ 福岡市域内からの流出率をみると，循環器系疾患，肝疾患，腎疾

患とも，外来，入院患者のどちらも流出率が低い。 

・ いずれの疾患も当該医療圏での入院需要は満たされており，他の

医療圏から相当数の患者が流入しているものと推論される。 

・ がん，肝臓病，腎臓病の医療については，将来的に

他の医療機関と競合する可能性がある。 

・ 市立の病院が他の大規模病院に対抗して，がん医療

や高度循環器医療を拡大するのは無理である。 

・ 新病院基本構想に，がん，循環器，脳神経，移植な

どのバイオクリーン手術室を整備するとあるが，

200 床でこれらを成し遂げるのは無理がある。医療

を通じたアジアへの貢献でも記載されていることは

すべて無理がある。 

・ 循環器系医療は採算性があり，行政が行わなくても

民間が行う分野である。しかし，循環器内科は医師

がパンク状態であり，しっかりした病院が必要であ

る。 

・ 市民病院が存続するためには，何かに特化する必要

があり，単に高度医療の提供というだけでは，大学

病院に対抗できない。 

・ 市民病院が担っている機能は，大学病院や民間病院

に移譲すべきであり，高度医療は大学病院に任せた

方が得策である。 

・ 競合する病院は多く，市立の病院としての必要性に

疑問を感じる。 

・ 医療として赤字が出るのは当然であり，市として責

務を果たすのなら，市民病院の機能を充実すべき。
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「２ 医療機能の優先順位付け」 ⑥ 市立病院が担うべき医療機能の優先順位     
      

結 論 

◎ 新病院基本構想に盛り込まれた医療機能について，最近の医療環境を踏まえ現時点で検討すると，小児・周産期医療及び感染症医療の優先度は高いと考えられるが，その他の医療機能につい
ては，他の医療機関によりほぼ充足しており，市立病院を整備して対応する必要性は低いと考えられる。 

 

データ分析 
項目 

データ関係 分析・評価等 
外部アドバイザー等意見 

①小児・周産期医療 １３ページに記載 

・ 小児・周産期医療は，医療機関が限られており，とりわけ，高度

医療機関で形成する新生児医療ネットワークにおいて，こども病

院・感染症センターは大きな役割を担っている。（再掲） 

・ 地域の小児科・産科の体制が弱まる中，ハイリスクな患者に対す

る医療を提供することは，地域連携の観点からも緊急性が高い。

（再掲） 

・ 特に産科を併設した周産期医療への取組みは，医療関係者からも

大きな期待があり，市立病院が担うべき医療機能としての整備の

必要性は極めて高いものと判断される。（再掲） 

・ 成育医療については，医療領域が確立されていないことから詳細

な検討が難しく，今回の新たな病院の計画の中で具体化すること

は困難と考えられる。（再掲） 

②救命救急医療 １４ページに記載 

・ 救命救急医療については，救命救急センターの整備の状況や，現

在の稼働率及び近年の救急搬送の状況から見て，市内の救命救急

体制は，ほぼ充足していると考えられる。（再掲） 

③感染症・災害医療 １５ページに記載 

・ 感染症医療については，政策医療として本市は継続する責任があ

り，感染症センターは何らかのかたちで維持すべきである。なお，

本来，感染症医療の体制確保については，県に予防計画を定める

責務があることから，整備・運営のあり方については広く議論す

べきものと思われる。（再掲） 

・ 災害医療については，基幹災害医療センターや地域災害医療セン

ターが国の設置基準を満たし，災害拠点病院も充足していると考

えられる。（再掲） 

 

④高度医療 １６ページに記載 

・ 高度医療（がん，脳，心臓，肝臓，腎臓）については，大学病院

をはじめとした高度医療機関の集積や入院の需給状況などを踏ま

えるとほぼ充足していると考えられる。（再掲） 
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「４ 医療機能の選択」     
      

結 論 

◎ 本市のように基幹的な医療機関が多く，成人向けの医療に比較的恵まれた環境にあっては，今後，本市が新たな病院を整備する場合は小児・周産期医療及び感染症医療に機能を特化すること
を選択すべき。 

 

項目 データ関係 分析・評価等 

①市立病院のあり

方に関する基本的

な考え方 

【病院事業運営審議会答申（H14）】 

・ 市民が最も必要とし，かつ，人材面や施設面の問題から他の医療機関では担うことが困難な医療分野及び

感染症など行政の役割として担うべき医療分野に政策的に取り組むことが市立病院の役割。 

【公立病院改革ガイドライン】 

・ 公立病院をはじめとする公的病院の役割は，地域において提供されることが必要な医療のうち，採算性等

の面から民間医療機関による提供が困難な医療を提供することにある。（例えば①過疎地②救急等不採算

部門③高度・先進④医師派遣拠点機能） 

・ 官民のパートナーシップや「民でできることは民に任せる」との考え方も踏まえて，

市立病院の役割は，他の医療機関による提供が困難な医療を提供することにある，と

の認識が基本となる 

・ 特に本市においては，国立病院や大学病院，さらに公的病院も充実しており，これら

の病院の果たしている役割を踏まえて市立病院の役割を検討する必要がある。 

②医療機能の選択 

【公立病院改革ガイドライン】 

・ 特に民間医療機関が多く存在する都市部における公立病院については，果たすべき役割に照らして現実に

果たしている機能を厳しく精査した上で，必要性が乏しくなっているものについては廃止・統合を検討し

ていくべき。 

・ 同一地域に複数の公立病院や国立病院，公的病院，社会保険病院等が並存し，役割が競合している場合に

おいても，その役割を改めて見直し，医療資源の効率的な配置に向けて設置主体間で十分協議が行われる

ことが望ましい。 

・ 選択の「絶対的な基準」は存在しない。どこまでを市立病院が担うのが妥当なのかと

いう判断になる。 

・ 医療行為の提供は，性質的には行政でなくても民間でもなしうる公共サービスで，官

民の役割分担の視点に立てば，可能な限り民間その他の病院に委ねるべきであり，民

間で担うことが困難な分野に限って市立病院は役割を果たすべき。 

・ 本市財政の状況からも，他に担いうる機関があるなかで，将来の財政負担が拡大する

リスクを負って医療の高度性を自ら追求していくことには一定の限界が存在してい

る。 

③周産期医療の拡

充に併せた成人対

象の医療機能の必

要性 

【妊娠に合併した成人救急疾患の診療体制への提言】 

・ センターの４分の１は，成人一般救急疾患の診療体制が不十分であり，近隣の大学や救命救急センターな

どとの共同ネットワークを構築することが必要。 

・ 母体の脳疾患については，大学センターと大学では救急センターを兼ねる場合が多く対応可能であるが，

センターでは，脳疾患治療の可能な近隣の施設と共同で対処していくよう周産期医療連携を再構築すべ

き。 

・ 母体の心疾患は妊娠前から診断がついている場合が多く，妊娠合併の急性心疾患の発症はまれであり，母

体がかかりつけの大学センターや大学で対応すべき。 

【専門家意見】 

・ 福岡都市圏新生児医療連絡会のネットワーク全体ではＮＩＣＵ等の新生児治療病床が不足しており，大学

病院においての母体搬送受け入れが困難な理由は「ＮＩＣＵ病棟の満床」が圧倒的に多い。 

・ ＮＩＣＵ等の増床は，緊急を要する重大な問題であり，これが実現すれば，母体の症例分別による病院間

の役割分担が明確になり，ネットワークがより機能することが大いに期待できる。 

【他都市のこども病院の現状】 

・ 全国に 17 ある小児・周産期医療専門病院のうち 11 の病院は産科を併設しているが，他の成人医療の

診療科を併設している事例はない。 

・ これらの病院は産科で対応できないハイリスク母体については，周辺の成人医療病院とのネットワークで

対応。 

・ こども病院には分類されないが，小児・周産期医療機能と成人医療機能を併せ持つ総合病院として，大阪

市立総合医療センターや広島県立広島病院のような例もあるが，いずれも，1,063 床，765 床と極めて

大規模な総合病院である。 

【母体搬送症例の内訳】 

・ 平成 17 年度の福岡都市圏新生児医療連絡会の７病院への母胎搬送症例をみると，産科的異常である切迫

早産や胎児心拍数異常などが過半を占めている。 

・ 産科以外の疾病を合併した母体の緊急搬送については，両大学病院が，救命救急センターのＩＣＵを活用

するなどして，極力受け入れる旨の申し合わせを行っており，治療の体制はある。 

【ハイリスクへの対応方針】 

・ 産科を併設することで，母体搬送症例での大きな割合を占める「切迫早産」や「胎児

心拍数異常」など産科的異常には対応可能であり問題ない。他科の疾病を合併してい

る場合は，応急対応を行うとともに，他の高度成人医療機関との連携を基本とする。

・ 他科の疾病を合併している場合の具体的な対応 

（ア） 母体の心疾患 

妊娠前診断が可能なケースが多く，専門の医療機関で 対応。 

（イ） その他母体の急性期疾患 

市内の救命救急医療体制は充実しており，他の医療機関との連携で対応。 

※なお，小児・周産期医療及び感染症医療に特化する場合は，小児脳外科の新設を

検討することとなるが，設置すれば母体の急性脳疾患に対し専門の医師が対応す

ることが可能となり，応急対応がより適切に行えることとなる。 

【母体搬送ネットワークの機能向上】 

・ 必ずしも成人の医療機能を付加しなくても，他の高度成人医療機関と連携することで，

ハイリスク母体への対応は可能。 

・ 本市の現状からすれば，NICU 等の新生児治療病床の増床により，ネットワークの機

能向上に貢献できる。 
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「７ 市民病院のあり方」 

      

結 論 

◎ 今後，市民病院のあり方について，以上の視点を踏まえつつ，病院事業運営審議会など様々な意見をお聞きしながら，民間移譲も視野に入れて広く検討する必要がある。しかし，病院事業全
体の財政負担の見通しを立てる必要性があることから，新たな病院の整備方針とあわせて，市民病院の具体的な方策を定める必要がある。 

 

項目 分析・評価等 課題 外部アドバイザー等意見 

①医療機能 

・ 市民病院については，現在実施している成人の医療が，市内の大学

病院をはじめとする医療機関と競合しているなど，本市の医療環境

その他の要素から判断して市が政策的に担う必要性が希薄化して

いる面がある。 

・ 一方で市民病院が地域の病院としての役割を果たしてきたこと，付

近住民の期待があることも事実である。 

・ 市民病院の存在意義のひとつである緊急時，災害時のセーフティ

ネット機能については，本市における救命救急センター，災害拠

点病院等の整備状況から見て，その役割を継続させるべきかどう

かが課題。 

・ 市民病院が担っている医療機能は，東部地区におい

ては九州大学病院や民間病院にすでに備わってい

る。市民病院の機能は移譲すべきである。 

・ 自治体は，民間が念頭に置かない「市民のための医

療」を実践する必要があり，緊急時・災害時のセー

フティネットとして大人の医療を行う必要がある。

民営化は，それらの放棄である。 

②財政負担 

・ 市民病院を現在のまま存続させれば，市民病院に対しては年間約８

億円程度の財政負担が引き続き必要となることが見込まれる。 

・ 小児・周産期医療及び感染症医療に特化した新たな病院への負担に

この市民病院への財政負担が加われば，仮に第３章で示した試算に

基づけば，年間約 25 億円の負担が継続することとなり，これは

今後の本市の財政運営において過大な負担になるおそれがある。 

・ 市民病院に係る財政負担を将来とも継続することは困難であり，

その財政負担のあり方や縮減方策についても検討が必要となる。 

 

③具体的方策 

（民間移譲） 

・ 市民病院が自治体病院として存続する必要がある場合には，経営主

体のあり方も踏まえて財政負担を縮減させる必要があるが，自治体

病院として存続する必要がないと判断される場合は，民間移譲が考

えられる。 

◎民間移譲の検討を行う場合の課題 

【医療機能の設定】 

・ 市民病院が果たしてきた役割や周辺の医療環境も踏まえ，担うべ

き医療機能（例えば地域医療や急性期医療など）の設定とその実

行を担保する方法 

【職員の処遇】 

・ 現在の職員の処遇等 

【支援に関する要件】 

・ 移譲の相手方に対し支援を行う場合の対象範囲等 

・ 市民病院は，担っている医療が自治体病院として行

うべき政策医療か否かを判断したうえで，指定管理

者制度の導入か民間移譲を考えてはどうか。ただし，

民間への移譲に当たっては，公有財産を格安の値段

で売却したり，数年間にわたって一般会計からの負

担金と同様の補助金を出さざるを得ない場合が多

く，移譲後すぐに行政の負担が軽くなるわけでない

ところに注意を要する。 

・ 市民病院は，民間移譲となれば受け手はたくさんい

ると思う。 

・ 市立病院の民間移譲は，市の医療に関するビジョン

のなさを感じさせる。 
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参考資料１ 諮問書 

 

 

参考資料２ 部会への検討依頼事項 

 

専門部会への検討依頼事項 

 

 

 

 

 

 

 

上記諮問事項を踏まえ，専門部会は，下記事項について検討を行い，審議会への中間報告及び最終報告を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 検証・検討報告書の「２ 医療機能の優先順位付け（医療機能の整理・分析）」について，

医療現場の実状を踏まえた専門的見地からの確認を行い，必要に応じてデータ・分析の追

加，修正を行う。 

 

２ 検証・検討報告書の「４ （市立病院が担うべき）医療機能の選択」について，専門的見

地から検討過程の確認等を行う。 

 

  ※ 上記１，２の対象医療機能 

   ① 小児・周産期医療（小児周産期，小児救急，成育） 

   ② 救急医療（１・２次，３次） 

   ③ 感染症医療・災害医療（感染症，災害） 

   ④ 高度医療（がん，脳・心臓・肝臓・腎臓） 

 

３ 福岡市民病院について，現在の役割，今後の方向性など，審議会で審議する際の論点整

理を行う。 

医療機能部会 

 

１ 市立病院の経営に関する制度上の課題を整理する。 

 

２ 各経営形態（全適，独法，指定管理）のメリット・デメリットについて，比較検討する。

 

３ 現病院における各経営形態への移行後の改善効果について比較検討する。 

 

４ 市立病院が選択すべき経営形態の検討を行う。 

経営形態部会 

福岡市病院事

業運営審議会

への諮問事項 

(1) こども病院・感染症センターの機能のあり方について 

(2) 福岡市民病院のあり方について 

(3) 福岡市立病院の経営形態のあり方について 
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参考資料３ 部会設置要綱及び名簿 

 

福岡市病院事業運営審議会専門部会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 市長の諮問に応じ，福岡市立病院のあり方について検討するため，福岡市病院事業運営審議会（以下

「審議会」という。）に専門部会として医療機能部会及び経営形態部会を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 専門部会は次の事項について検討し，審議会に対し意見報告を行う。 

（１） 医療機能部会 

ア こども病院・感染症センターの機能のあり方について 

  イ 福岡市民病院のあり方について 

（２） 経営形態部会 

  ア 市立病院の経営形態のあり方について 

 

（組織） 

第３条 専門部会の委員は別表のとおりとする。 

２ 前項の委員に事故があるときは，その職務上の代理者が委員の職務を行うことができる。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は，意見報告までとする。 

 

（座長） 

第５条 専門部会に座長を置き，委員の互選によってこれを定める。 

２ 座長は専門部会の会務を総理する。 

 

（会議） 

第６条 専門部会は，座長が招集し，会議の議長を務める。 

２ 専門部会は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 座長は，必要があると認めるときは，委員以外の者に会議への出席を求め，又は外の方法により意見を聴

取することができる。 

４ 専門部会の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは座長の決するところによる。 

 

 （分科会） 

第７条 専門部会は，必要があると認めるときは，分科会を設置することができる。 

 

（庶務） 

第８条 専門部会の庶務は，保健福祉局市立病院担当において処理する。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，専門部会の運営等に関し必要な事項は，座長が定める。 

 

  附 則 

この要綱は，平成２０年２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

（別表１）福岡市病院事業運営審議会医療機能部会委員名簿 

 

専門分野 氏     名 

小児・周産期医療 

 

 （６名） 

 

 

・福岡大学副学長         瓦林 達比古 

 

・福岡地区小児科医会会長     高崎 好生 

 

・福岡県産婦人科医会 

 福岡ブロック会会長       池田  功 

 

・福岡大学病院総合周産期 

 母子医療センター産科部門    吉里 俊幸 

 

・九州医療センター小児科医長   佐藤 和夫 

 

・福岡市医師会理事(救急医療担当) 下村 国寿 

 

高度・救急・感染症

医療 

 

 （４名） 

 

 

・九州医療センター統括診療部長  岡田  靖 

 

・九州がんセンター院長      牛尾 恭輔 

 

・済生会福岡総合病院 

  救命救急センター長      岸川 政信 

 

・九大大学院医学研究院感染環境医学 

 （総合診療部）教授       林    純 

 

その他 部会の協議事項に応じて出席を求めるもの （両病院長等） 

                       

 

（別表２）福岡市病院事業運営審議会経営形態部会委員名簿 省略 
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参考資料４ 福岡市病院事業運営審議会医療機能部会開催経過 

 

 開催日 議題等 

第１回 

（合同専門部会） 
平成２０年２月１日 

・座長選出 

・部会への検討依頼事項 

・市立病院統合移転事業検証・検討報告等 

・今後の進め方について 

・公立病院改革ガイドラインの概要説明 

・両病院の概要説明 

第２回 平成２０年２月８日 ・医療環境について 

第３回 平成２０年２月２２日 

・医療環境について 

・医療機能について 

・市民病院のあり方について 

第４回 平成２０年３月７日 
・中間報告について 

・市民病院のあり方について 

審議会への 

中間報告 
平成２０年３月２８日  

第５回 平成２０年４月７日 

・中間報告に対する審議会の意見について 

・最終報告について 

・市民病院のあり方に関する論点整理について 

第６回 平成２０年４月２２日 ・最終報告について 

審議会への 

最終報告 
平成２０年５月 13 日  

 


